ほぼ週刊コラム「Partnership論」　その１５
対症療法をするなとは言わないが、根本治療をしない限り、いずれにせよ．．．
2012.09.28　齋藤旬
このコラム（その１５）は、コラム（その１４ 番外編）：「投資の税優遇」勉強会設立提案 rev.6　と合わせてお読みください。

齋藤さん、無茶言わないでくださいよ！　という様なことを私は最近、官僚の方や経営者の方から相次いで言われた。「齋藤さんも関与した2004年施行の日本版LLC日本版LLP、2009年改正の技術研究組合法とか産業革新機構とかあるじゃないですか。それに、日本の研究開発促進税制は諸外国に比べ手厚いっていうし、今年から法人税率も40%から35%に下がったし…。何とかなりませんか、これらを組み合わせて。」というわけだ。

結論から言うと「ダメ」だ。　弱っているところにキツイことをいって申し訳ないが、それらを組み合わせれば少しは延命できるかもしれないが、「いずれ助からない」ことに変わりはない。ならばここは一つ「助かる可能性のある者を助けること」に方針を据えるべき時が来た様に思う。ルネサスのSuper H、シャープのIGZO液晶パネルなどなど、あるいは確実にこれから伸びていける若い世代や子どもたちなど、まだ助かる可能性のあるものが残っている内に根本治療に着手しない限り、助かるものもみすみす見殺しにしてしまうことになるからだ。

以前は思っていた。「先ず形より入れ」も「あり」かな…と。　世阿弥の言う様に、形から入れば「精神」もついてくるのかな…と。そして日本版LLC日本版LLPの制度案づくりにも手を貸した。しかしどうもこれ – つまり「投資の税優遇」、というか、個人・私企業のある意味「勝手な思い」も社会全体でサポートすべきだという「精神文化」、一言で言えばSubsidiarity – は、そういった「形より入れ」の範疇ではないようだ。
つまりこの種の「精神」の無いところでいくら「形」「制度」を作ろうとしても、まがい物の制度が出来てしまうか、よしんばそれなりの「制度」が出来たとしても、誰も上手く活用しないか、もっと非道いことに、悪用する輩（やから）がでるという最悪の状況になるか、このいずれかになることが良く分かった。その「精神」に到達することが起きない。
．．．ここで1998年の出来事を思い出した。この年、特定非営利活動促進法いわゆるNPO法が日本で成立したのだが、これに反対していた当時の参議院のドンといわれた議員の国会での発言だ。彼は言った。「NPO法なんか日本で作ったらヤクザ・暴力団の隠れ蓑になるだけじゃないか。青少年の教育とか看板を下げてヤクザ予備軍を育成するとかになるのがオチだ」というような主旨。そしてこれは杞憂…ではなかった…。もっと非道いことも起こった。宗教法人が、ヤクザや非社会的集団の温床になるとか…。
まっ、兎に角、戦後のGHQ占領のときの様に、師匠が身近にいて手取り足取り教えてくれるならば、形の習得が精神習得につながるかもしれない。あるいは明治維新後の「和魂洋才」の様に、合理的な科学技術や軍備やCorporate制度Corporate税制（つまり法人税制）だけを学ぼうというなら、「洋魂」習得は必要ではないだろうから「形より入れ」は「あり」かもしれない。しかし…
しかしもう「先ず精神より入れ」だ。三つ理由を挙げよう。
1） 　ポスト近代は、近代合理主義とは相容れないところもある。例えば、ポスト近代の一つの特徴である「投資の税優遇」、つまり、個人・私企業のある意味「勝手な思い」も社会全体でサポートすべきだという「精神文化」、即ち、Subsidiarityの税制面での具体的な現れ – についてはjustification（社会正義に適うと論弁すること）を合理的に行うことは、敢えて断言するが、不可能だ。「形」から入っても「精神」に到達することは – 3.11の東日本大震災の様な、ヒトの魂を激しく揺さぶる様なことでも無い限り – 無い。
　…そして3.11が起きた。まるで「日本よ目覚めろ」と言わんばかりに。
2） 　日本にはもう時間的にも資金的にも余裕が尽きかけている。以前このコラムで触れたが、日本の国の借金は1,000兆円、個人金融総資産は1,500兆円。差はまだ500兆円あるが、国の歳入は利払い額;＋借換債発行額を下回り、雪だるま式に借金金利が新たな借金を生んでいる状態で、両者が逆転し、裏付けの無い借金が開始されるのは5-6年後かといわれている。

3） 　そして何より、日本にはまだ「これから伸びていく子どもや若い人々、将来性のある科学技術」が残っている。「再生」の要諦が、まだ、残ってくれている。
　今週は以上。来週も乞うご期待。
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